	


2011年5月30日《No.2558》

党派をこえ出先機関の体制・機能拡充に共感
＝　各県国公オリジナル国会請願署名　紹介議員の要請に奮闘　＝
	5･25中央行動（国公労連速報№2552）と並行し、各県・ブロック国公からの参加者約50人が国会議員要請にも奮闘しました。


オリジナル国会請願署名をとりくんだ県国公からの参加者は、署名などを持参し、地元選出の国会議員に対して紹介議員になってもらえるように要請しました。5月27日時点の報告・回答によれば、要請を行った国会議員は247人で、うち18人（衆14、参4）は議員本人との面談が実現しました。紹介議員になることを応諾した議員は12人で、民主、自民、公明、共産、社民の各党派にわたっています。国の職場の状況や果たしている役割を地元からの目線で訴え、出先機関の体制・機能を拡充することに共感が広がっています。その背景のひとつに、東日本大震災からの救援や復旧・復興にとりくむ公務労働者の姿から、公務・公共サービスの重要性への認識が広がっているとも言えます。
署名をとりくめなかった県国公からの参加者は、共通の要請書（別紙）などを持参し、地元選出の国会議員に対して国の出先機関の体制・機能の拡充を訴えました。前記と同日の集約では、54人の国会議員に要請を行っています。こちらの要請では国会議員本人との面談は実現していませんが、秘書との対話の中では、政府の賃下げ強要に反対する国公労連のとりくみへの共感も示されています。

〈別紙〉
	2011年5月25日

国会議員

　　　　　　　　　　　　　　　　殿

日本国家公務員労働組合連合会

中央執行委員長　宮垣　忠


	「地域主権改革」に関する要請書

　貴職の日頃の国政でのご活躍に敬意を表します。

私たちは、3月11日に発生した東日本大震災で犠牲になられた方々のご冥福を心よりお祈りするとともに、被災された皆さんの救援と被災地の1日も早い復興にむけて全力をあげる決意です。

東日本大震災の甚大な被害に対し、いま、被災者の救援や原子力発電事故対策、現地の復旧・復興に向けたとりくみが懸命に進められ、支援は全国各地に広がっています。

国や地方自治体の職員は自らも被災者でありながら、大震災発生直後から懸命の救援活動にあたり、燃料確保やインフラ復旧、物流の復活、医療活動などを通じて被災者の生命を支えています。

国の機関はこれらの活動にあたり、被災地への応援をはじめ、全ての地方出先機関が本省と一体となって役割を発揮しています。仮に「地域主権改革」で進められている国の出先機関の廃止や地方移譲が行われていたなら、このようなとりくみは極めて困難であったと言わなければなりません。

しかし、政府は「地域主権改革」を声高に主張し、国の出先機関の原則廃止と地方移譲、国が果たすべき責任を地方の自己責任とする検討を進め、4月28日には「地域主権改革」関連3法案を成立させ、第2次一括法案の審議を粛々と行っています。
今回の未曾有の被害からの復興は、阪神・淡路大震災での教訓も生かし、いのちと人権、暮らしと雇用を最優先に、引き続き本省と地方出先機関が一体となって地方自治体と協力し、国の総力を挙げてとりくむことが求められます。地方出先機関の廃止や地方自治体への移譲は、復興対策を強力に推進するうえでも否定的な影響をもたらすと言わなければなりません。

以上のことから、私たちは下記事項の実現に向けて、貴職のご尽力をいただきたく要請します。また、私たち国公労連との懇談や意見交換の場を設けていただければ幸いです。

記

1.住居やインフラの再建、労働者の雇用確保、中小企業の営業再建などによる被災者本位の救援・復興を行うため、阪神・淡路大震災のとき以上の臨時増員を行うなど、国の出先機関の体制と機能を拡充してください

2. 国と都道府県、市町村一体で震災からの救援・復興に全力を挙げるため、国の出先機関の廃止や地方移譲などの「地域主権改革」を白紙に戻し、国民の生存権などの基本的人権を保障する観点から、国と地方の責任と役割を再検討してください

以上




以　上
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お手元のオリジナル国会請願署名は6月10日までに届くように、国公労連へお送り下さい。それまでに各県の紹介議員を整え、翌週早々の提出を予定しています。
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